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１．令和７年度フォローアップ調査結果（概要）

・調査期間：令和７年10月14日～11月28日

・調査企業：（一社）日本ロボット工業会の正会員企業55社を対象

・回答企業：25社

・回答率：45.4％
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２．令和７年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取組 ①価格の決定方法

【課題を踏まえた今後のアクション】

・「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」について現場

      レベルでも定着が進むように、中小企業庁HPに掲載されている支援

      ツールを紹介しながら、現場レベルでも理解・定着が進むように努める。
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２．令和７年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取組③減額要請

【課題を踏まえた今後のアクション】

・昨年度と比較しても、減額要請の割合が減少しているため、メルマガなど

を活用して引き続き本件について周知に努めるとともに、回答のなかった

会員企業向けには、頻度を増やすなどして情報提供を行う。
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２．令和７年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取組 ④型取引

【課題を踏まえた今後のアクション】

・型の自社保有に起因することで、保管費用の支払いや廃棄費用に関する取り組みへの

   実施率が低い可能性があるものの、仕入先が型を保有している企業も一定数存在する。

そのため、取適法に関して情報発信に努めると共に、会員企業との連携に努める。

・型取引について業界全体として抱えている問題点があるようであれば、解決に向けて、

各組織と連携を取りながら、尽力していく。
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３．取引適正化に向けた今後の取組

【今後の取組】
・下請法（取適法）の改正を受けた、当会の自主行動計画の見直しを行う。
・適正取引に関する、本会のWG活動において、懸念事項や課題として挙がった
項目があった場合には、会員に対しての調査等を独自に行い、意見集約し、
解決策などを見出す。

・今回調査協力していただいた企業に関しては、取り組み状況を把握できるが、
例年、調査協力企業が限られ、固定化している。
そのため、未提出の企業においての取組実施状況が見えてこず、
業界全体の適正化になかなか繋げられない現状がある。
そのため、次年度以降回答率を挙げる努力をすることで、業界全体の取引
適正化へと繋げていきたい。
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